
複製とは、印刷したり、写真として撮影したり、複写、録音、録画その他の方法により「有形的に再製すること」（著作権法
第2条1項）とされています。スキャナーなどで電子的に読み取って保管することも含まれます。

著作権者は、他人に対し、その著作物の利用を許諾することができる。第63条 

著作者は、その著作物を複製する権利を専有する。第21条 

著作権法と複製について

新聞記事・写真は、著作権法で保護されている「著作物」です。
掲載されている記事・写真を複製する場合は、新聞社の許諾が必要です。

法令を軽視したコピーやスキャンなどの無断複製は、
企業の社会的信用と信頼を失墜させてしまう可能性があります。



新聞記事の複製をご検討されている場合は、各新聞社の窓口にお問い合わせください。
（在京新聞社 ６社：2023年7月現在）

朝日新聞 IP事業部・記事ライセンスチーム
URL: https://www.asahi.com/shimbun/chizai/

産経新聞 知的財産管理センター
MAIL: t-kijishiyo@sankei.co.jp

東京新聞 電子メディア局 東京メディア事業部 知的財産課
TEL: 03-6910-2080　FAX: 03-3595-6901

日本経済新聞 記事利用担当
TEL: 03-5696-8531　FAX: 03-5696-8534
MAIL: reprint@nikkei.co.jp

毎日新聞 知的財産ビジネス本部
TEL: 03-3212-0291　FAX: 03-3212-1833
MAIL: chizai@mainichi.co.jp

読売新聞 記事利用担当
TEL: 03-6739-6961　FAX: 03-3216-8980
MAIL: t-chizai06@yomiuri.com

解決方法1

新聞記事を複製するには、
新聞社の複製許諾が必要です。

日本複製権センターの受託範囲
「クリッピング・サービス」を利用する場合は、原則、新聞社との契約が必要です。「クリッピング・サービス」とは、新聞記事を、
組織的・継続的・反復的に複製し、情報共有化などのために会社等の組織内部で利用する形態をいいます。
新聞著作権協議会加盟社は、少部数のコピーを認める権利を「日本複製権センター」に委託しています。日本複製権センターと
契約を結べば、加盟社の新聞に限り、1回に20部以内のコピーなど単発で利用することは可能ですが、日々の「クリッピング」
による利用は日本複製権センターの管理受託対象外です。

新聞記事を複合機などで

無断でデータ化して保存、メール送信や

社内ネットワークへのアップを行っている。

新聞記事の無断複製
これ、違法です!!

各新聞社の窓口はこちらにまとめてあります ▶ https://www.elnet.co.jp/publisher/



は禁止されています。

解決方法2

外部委託の際の注意点
新聞記事の切り抜き作業を専門業者に委託する場合、業者が新聞社からどのような許諾を得ているか確認する必要があり
ます。新聞のコピーが納品される場合や、インターネットを通じてメールや専用画面で閲覧する場合、FAXで送られてくる
場合など、さまざまな形が考えられますが、業者が納品形式に応じた許諾を新聞社から得ていなければ著作権侵害です。
違法業者と取引をすることになります。新聞の原紙を切り抜いたものが納品されている場合でも、それを複製して社内に
配布するには、別途、利用者が新聞社から許諾を得る必要があります。

新聞切り抜きのコピーやメール送信を

外部に委託しているが、

業者も許諾を取っていなかった。

ＥＬＮＥＴのサービスを利用する。
ＥＬＮＥＴ（イーエルネット）は、新聞社・出版社・通信社などと契約をしており、
会員規約内のご利用方法であれば、安心してサービスをご利用いただけます。
（ELNET提供の情報やデータは、複製・加工・転載・電子データとしての保存などはできません）

※詳細はページを開いてください

これ、違法です!!



ELNETは、ココがいい！

著作権の問題を解決！
朝一番に必要な記事だけを共有できる！
登録したキーワードに関する記事が届く！

解決方法2

ELNETの記事クリッピングサービスを使えば、
新聞約１００紙・雑誌約30誌から
著作権許諾済み※の必要な記事だけが
朝一番に届きます。

ELNET（イーエルネット）は、広報をはじめ、マーケ
ティング、営業推進、研究開発、図書館など、約1,100
の企業・団体でご利用いただいています。

　  著作
権

ELNETのクリッピングサービスなら、
もっと早く、ラクに、効率的に新聞記事を共有できます！

さらに、ELNETならこんな悩みも解決します

何紙もチェック
しなければ
いけないので
大変！

紙で回覧するため
情報共有に

時間がかかる！ 記事情報の

見落としが
ないか心配！

本来の業務に

時間が
割けない！

時間までに
届けなければ！

新聞記事の無断複製 の問題を解決します。

※ELNET提供の情報やデータを、利用者がさらに複製・加工・転載・電子データとして保存することなどはできません



まずは1週間の
トライアルを！

TEL 03-6271-0671
イーエルネット 検 索https://www.elnet.co.jp/

MAIL : contact@elnet.co.jp

モーニングクリッピング®

サービスの一例

ELNETサービスの特長

PCやスマートフォンで確認、
メール・FAXで受信などの
さまざまな方法でご利用い
ただけます。

全国紙・ブロック紙・地方紙・専門紙・雑誌・WEBニュースなどからお客様に必要な記事を自動配信します。

掲載された写真や図表も
そのままお届け。
読みやすさとインパクトが
違います。

検索登録するキーワードは
いくつでも登録可能です。
細やかな設定で必要な記事
だけが届きます。

多彩なご利用プラン 記事掲載イメージの
ままを提供

カスタマイズ可能な
検索条件

（受付時間：平日9:30～18:00）

※上記のサービスはELNETが提供するモーニングクリッピング®と、日本経済新聞社が提供する日経スマートクリップとの協調サービスです

※2020年11月25日付　日刊工業新聞

新聞の記事見出しを
クリックするとPDFで閲覧

雑誌の記事見出しをクリックすると
専用画面から記事を閲覧

WEBニュースの記事見出しをクリックすると
掲載サイトの記事を直接閲覧

※2020年11月28日付　朝日新聞デジタル ※2021年10月26日付　ニューズウィーク 日本版

専用画面

記事原文

掲載サイト画面

WEB
ニュース

雑 誌

新 聞



◯ 記事の著作権をめぐる判決事例

　ある行政機関が、職員が利用するLANシステムの電子
掲示板に雑誌記事を無断で掲載した。この行為が著作権
（複製権、公衆送信権）の侵害であるとして、記事を執筆
したジャーナリストが国を訴えた。
　東京地裁は、公衆送信権に焦点を当て、LANシステム
に著作物を記録する行為は、行政機関内の多数の求めに
応じて自動的に公衆送信を行うことを可能とするもの
で、公衆送信権の侵害に当たると判断した。行政機関の
著作権侵害を認め、損害賠償を命じた。

2008年 判決事例

　ある鉄道会社が、無断で新聞記事をデータ化して全従
業員が閲覧できる社内イントラネットに掲載していたこと
が発覚し、2つの新聞社が相次いで損害賠償請求に踏み
切った。鉄道会社は記事について「事実の伝達に過ぎない
雑報および時事の報道であって、著作物性はない」と
主張し、新聞記事が著作物に該当するかどうかが大きな
争点となった。
　知財高裁は、「読者に分かりやすく伝わるよう、表現上
の工夫をしている」「各記事の作成者の個性が表れて
いる」などと記事の著作物性を認め、一審の東京地裁に
続き、鉄道会社に著作権（複製権、公衆送信権）侵害に
よる損害賠償を命じた。

2023年 判決事例

★の新聞は日経テレコンからのご提供となります。

◯ 取扱い新聞・雑誌
ELNET（イーエルネット）なら、以下の媒体が利用できます。

【株主】  電通グループ／朝日新聞社／エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ／
読売新聞東京本社／時事通信社／電波新聞社／日刊工業新聞社／
毎日新聞社 他

〒104-0031 東京都中央区京橋2-12-6
TEL:03-6271-0671
MAIL:contact@elnet.co.jp

株式会社エレクトロニック・ライブラリー

（2023年8月現在）

https://www.elnet.co.jp

繊維ニュース
日本海事新聞
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建設通信新聞
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